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鶏卵生産者経営安定対策事業
【５，１８９（５，１８９）百万円】

対策のポイント

鶏卵価格が低落した場合に価格差補塡を行うとともに、更に低落した

場合、成鶏の更新に当たって長期の空舎期間を設けて需給改善を図る取

組を支援し、採卵養鶏経営と鶏卵価格の安定を図ります。

＜背景／課題＞

鶏卵の需給・価格は季節的に変動することに加え、供給過剰を起こし易い生産の

実態にあります。このため需給・価格の変動に応じ、鶏卵の価格差補塡や需給改善

を推進する取組を支援し、鶏卵生産者の経営と鶏卵価格の安定を図る必要がありま

す。

政策目標

経営の安定化により生産数量を維持・拡大

＜主な内容＞

１．鶏卵価格差補塡事業

鶏卵の標準取引価格（月毎）が補塡基準価格を下回った場合、その差額（補塡

基準価格と安定基準価格の差額を上限とする。）の９割を補塡します。

２．成鶏更新・空舎延長事業

鶏卵の標準取引価格（日毎）が通常の季節変動を超えて大幅に低下した場合に

は、成鶏の更新に当たって長期の空舎期間を設ける取組に対して、成鶏１羽当た

り210円以内の奨励金を交付します。

補助率：定額、３／４以内、１／４以内

事業実施主体：民間団体

［お問い合わせ先：生産局畜産部食肉鶏卵課（０３－３５０２－５９９０）］
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  鶏卵価格が低落した場合に価格差補塡を行うとともに、更に低落した場合、成鶏の更新に当たって長期の空舎期間

を設け、需給改善を推進することにより、鶏卵生産者の経営と鶏卵価格の安定を図る。 

鶏卵生産者経営安定対策について 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【２７年度予算概算要求額：５２億円】 
１．鶏卵価格差補塡事業 

２．成鶏更新・空舎延長事業 

 鶏卵の標準取引価格（月毎）が補塡基準
価格を下回った場合、その差額（補塡基準
価格と安定基準価格の差額を上限とする。)
の９割を補塡する。 
 

〔２．の事業への協力金の拠出が要件〕 
  

 鶏卵の標準取引価格（日毎）が安定基準
価格を下回る日の３０日前から、安定基準
価格を上回る日の前日までに、更新のため
に成鶏を出荷し、その後６０日以上の空舎
期間を設けた場合に奨励金(210円/羽以内)
を交付する。 
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食肉等の流通合理化に向けた取組への支援

【強い農業づくり交付金 ４２，４０１（２３，３８５）百万円の内数】

【畜産・酪農の収益性向上のうち畜産収益力強化支援事業のうち

産地育成強化推進事業（食肉等産地育成強化推進事業）[組替新規]

２４，３３５（６９）百万円の内数】

対策のポイント

国産畜産物の安定供給や畜産物の産地育成を図るため、家畜及び食肉等の

流通の合理化・効率化に向けた流通処理施設の整備等の取組を支援します。

＜背景／課題＞

・農業従事者の高齢化等に伴い家畜の生産構造が変化し、かつ、少子高齢化の進展や国

民の健康志向の高まり等を背景として食肉等の消費構造が変化する中で、消費者・実

需者ニーズを踏まえた、国産食肉等を安定的に供給する体制の構築が課題となってい

ます。

・このため、食肉等流通処理施設（産地食肉センター、食鳥・鶏卵処理施設、家畜市場）

の整備を行うことにより、家畜及び食肉等の流通・処理システムの効率化によるコス

トの低減や衛生的で高度な処理体制の構築等を図るとともに、販売企画力や食肉等処

理加工技術力の強化等、畜産物の産地におけるソフト面での取組を推進する必要があ

ります。

政策目標

「食料・農業・農村基本計画」において設定された、需要に応じた

生産数量目標の達成

○牛肉の生産量（ 52万トン（20年度）→ 52万トン（32年度））

○豚肉の生産量（126万トン（20年度）→ 126万トン（32年度））

○鶏肉の生産量（140万トン（20年度）→ 138万トン（32年度））

○鶏卵の生産量（254万トン（20年度）→ 245万トン（32年度））
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＜主な内容＞

１．食肉等の安定供給のための施設整備への支援

安全で高品質な国産食肉等の供給体制を構築するため、流通・処理コストの低減や

製品の高付加価値化等に必要な食肉等流通処理施設の整備を支援します。

また、「攻めの農業」の実現に向け、輸出先国の求める衛生条件等を満たすために

必要な施設（米国、ＥＵ及びハラール認証の取得を必要とする国に牛肉を輸出する施

設）の整備及び再編合理化に取り組む食肉等流通処理施設の整備を支援する優先枠を

設置します。

強い農業づくり交付金 ４２，４０１（２３，３８５）百万円の内数

交付率：都道府県への交付率は定額（事業実施主体へは事業費の１／２以内、１／３以内）

事業実施主体：都道府県、市町村、農業者団体、事業協同組合等

２．産地育成のためのソフト面の取組への支援

畜産物の産地育成のため、産地の関係者が作成した計画等に基づき、産地の販売企

画力、食肉処理加工技術力、人材育成力の強化を図るとともに、地域における食肉等

の流通合理化など産地育成に向けた検討を行うソフト面の取組を支援します。

畜産・酪農の収益性向上のうち畜産収益力強化支援事業のうち

産地育成強化推進事業（食肉等産地育成強化推進事業）[組替新規]

２４，３３５（６９）百万円の内数

補助率：事業費の１／２以内

事業実施主体：協議会

［お問い合わせ先：生産局畜産部食肉鶏卵課 （０３－６７４４－２１３０）］
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国産畜産物の新たな市場獲得のための技術開発促進事業［新規］
【１，５９５（－）百万円】

対策のポイント
国産畜産物の新たな市場獲得のための技術開発を支援します。

＜背景／課題＞

・最近の我が国の畜産物をめぐる情勢が大きく変化している中、国産畜産物について新

たな需要の創出を図ることによる新たな市場獲得が必要不可欠となっています。

・このため、畜産物の卸売・製造加工業者等を対象に、国産畜産物の革新的な新商品開

発を可能とする製造加工技術の開発等の取組を支援します。

政策目標

経営の効率化や収益性の向上による生産基盤の強化

＜主な内容＞

１．革新的技術・機械開発等推進事業 ３５（－）百万円
生産者と卸売・製造加工業者等を結びつけるマッチング会の開催、実証事業の実

施に当たっての技術指導の取組等について支援します。

２．革新的技術・機械開発等実証事業 １，５５９（－）百万円
需要者における新しいニーズの調査、国産畜産物の革新的な新商品開発を可能と

する製造加工技術の開発等について支援します。

補助率：定額、１／２以内

事業実施主体：民間団体

お問い合わせ先：

生産局食肉鶏卵課 （０３－３５０２－５９８９（直））

生産局牛乳乳製品課 （０３－３５０２－５９８７（直））
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国産畜産物の新たな市場獲得のための技術開発促進事業について 

○ 国際的な経済連携の進展など、我が国畜産物をめぐる情勢が大きく変化している中、我が国畜産・
酪農の競争力強化の加速化が喫緊の課題。特に、少子高齢化等によるマーケット構造の変化に対
応し、国産畜産物について新たな需要の創出を図ることによる新たな市場獲得が必要不可欠。 

 

○ このため、国産畜産物の需要の創出に当たっては、畜産物の加工・流通の段階も含めたマーケット
インの発想で、国産畜産物を使用した革新的な新商品の開発・製造等を行うことが重要かつ効果的。 

 

○ これらを踏まえて、畜産物の卸売・製造加工業者等を対象に、国産畜産物の革新的な新商品開発
を可能とする製造加工技術の開発等の取組を支援。 
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